








































DKSは、気候変動関連のリスクおよび機会が経営上の重要課題であるという認
識のもと、2022年3月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛
同を表明しました。気候変動が当社の事業活動に与える影響などについて情報開
示を進め、サプライチェーン全体で脱炭素社会の実現に取り組むことで持続可能
な社会をめざします。

対応するマテリアリティ
●  脱炭素社会、環境負荷軽減への対応
「気候変動関連の情報開示」の詳細は 
当社ホームページをご覧ください。

https://www.dks-web.co.jp/
sustainability/index.html

　DKSでは、経営会議メンバーで構成される「サステナビリティ会議」を設置し、サステナビリティに関わる委員会、
会議を傘下とし、方針の決定、付議事項の審議および意思決定、会社の活動状況の確認を行う場としています。また
サステナビリティ委員会では、気候変動対応ワーキンググループ、人的資本経営ワーキンググループ、人権尊重ワー
キンググループを傘下に加え検討、推進を行っています。年1回以上、取締役会にて答申・進捗報告を行い、適宜、戦
略や目標、計画の見直しを行っています。

ガバナンス1

　気候変動による影響は中長期的に顕在化する可能性が大きいため、当社の中長期の事業に対して財務的な影響
を及ぼすと考えられる、主な気候変動関連のリスクと機会への認識を深めています。気候変動によるリスクと機会の
評価については、IEA（国際エネルギー機関）やIPCC（気候変動に関する政府間パネル）による気候変動シナリオを
参照し、当社事業全体に及ぼすリスクと機会について整理しています。中長期的な視点で予測されるリスクと機会に
対する認識を高めながら、時間軸を踏まえた戦略の立案と実行に結びつけていきます。

戦略2

　DKSの全体的なリスク管理は、担当する執行役員を委員長とし、各部門および関係会社の代表者で構成されるリ
スクマネジメント統制委員会を定期的に開催して計画的に活動を進めています。リスク管理3

　当社は、2030年に向けての構想「SMART2030（仮）」を掲げ、長期目標に「連結売上高1,000億円」「温室効果ガ
スの排出量を削減」などを定めています。長期目標を達成する過程として、中期経営計画「FELIZ 115」に基づき2024
年度までの中期環境計画を作成し、省エネルギー、温室効果ガスの削減、廃棄物の削減などに取り組んでいます。さ
らに2050年のカーボンニュートラルの実現を見据えた長期戦略「グリーントランスフォーメーション（GX）戦略」を策
定し、脱炭素に向けた取り組みを進めています。四日市合成は、六呂見工場の電力を2022年6月よりCO2フリー電
気に切り替えました。台湾にある晋一化工は、観音工場に1,328枚の太陽光パネルを設置し、2022年末より発電を開
始しました。省エネの推進に加えて、再生可能エネルギーの利用を拡大し、温室効果ガス排出量を削減していきます。

目標
2030年度DKSグループ国内
全体で温室効果ガス排出量 
の削減（Scope1、Scope2）
30%削減（2013年度比）

指標と目標4

市場ニーズ 提供する価値 当社の技術や製品

省エネルギー・省資源化
製造工程短縮による省エネルギー 無溶剤型UV硬化材料

製品の劣化を防ぐ 電気絶縁用ポリウレタン樹脂封止材

地球温暖化防止
クリーンエネルギーの実現 リチウムイオン電池用バインダー、ゲル電解質ポリマー、 

太陽電池用導電性ペースト

温室効果ガス排出の抑制 エタン・フロン溶剤代替洗浄剤

温室効果ガス排出量（Scope1～3）
（DKS個別） （単位：千 t-CO2e）

Scope／カテゴリ 2022年度排出量
Scope 1 15.3
Scope 2 12.0
Scope 3 200.7

カテゴリ 1 購入した製品・サービス 173.3
カテゴリ 2 資本財 4.7
カテゴリ 3 Scope1、2に含まれない燃料及びエネルギー活動 12.0
カテゴリ 4 輸送、配送（上流） 5.7
カテゴリ 5 事業から出る廃棄物 4.8
カテゴリ 6 出張 0.1
カテゴリ 7 雇用者の通勤 0.2

DKS個別を対象として、Scope1～3の
排出量を算定しました（Scope3はカテゴ
リ1～7を算定）。このうち、Scope3が占
める割合は88％と一番大きく、その中で
もカテゴリ1（購入した製品・サービス）の
排出量がScope3の86%を占める結果と
なりました。今後、カテゴリ1を中心に
Scope3排出量の削減に向けた取り組み
を進めていきます。

シナリオ分析

シナリオ分析に基づく影響評価
　気候変動のリスクおよび機会が当社の事業活動に与える影
響を評価し、それらの影響に対する事業戦略のレジリエンス
を強化するため、TCFDの提言に沿ったシナリオ分析を行っ
ています。IEAやIPCC等が公表する気候変動シナリオを参
照し、移行リスクはカーボンプライシング導入などの対策が
強化されることを想定して1.5℃／2℃未満シナリオ、物理リ
スクは災害が激甚化することを想定して4℃シナリオを用いて
います。事業インパクト評価では、事業や財務への影響度と

その影響が顕在化する時期を緊急度として評価し、優先順位
をつけています。シナリオ分析の結果、カーボンプライシング
導入などの政策リスクの影響が大きく、特に炭素税導入に 
よる原料への価格転嫁の影響が大きくなることが分かりまし
た。一方、物理リスクとしての災害の激甚化による工場への影
響は中長期的に大きくなると考えられます。脱炭素社会への
移行に向けて、継続的にシナリオ分析を行い、リスクと 
機会に対して適切な対応が取れるように進めていきます。

区分 リスク・機会 緊急度 影響度 事業への影響 当社の対応策

移行 環境への意識の高まり
（需要の変化） 中期 中 ・  環境負荷の少ない製品の需要増加

・  石化由来製品の需要減少

・  環境貢献型製品の開発と販売拡大
・  非石化由来原料、再生可能原料への代替
・  天然素材を中心とするライフサイエンス事業の拡大

移行 カーボンプライシング
の導入 短期 中 ・  炭素税導入による税負担の増加

・  排出権取引によるコストの増加

・  GHG排出量の計画に基づく削減
・  適切なクレジットの確保と活用
・  社内カーボンプライシングの運用

移行 省エネ技術の発達 長期 中
・  新技術導入によるエネルギー消費量の削減
・  再生可能エネルギーの普及にともなう発電 
コストの低減

・  省エネ設備の計画的な導入
・  再生可能エネルギーの利用拡大
・  新エネルギーへの転換（水素、アンモニアの燃料利
用等）

移行 原材料価格の上昇 中期 高 ・  原材料への炭素税の価格転嫁による調達コス
トの増加

・  非石化由来原料への転換
・  原料の複数購買化によるリスク分散

移行 燃料価格の上昇 中期 低 ・  燃料への炭素税の価格転嫁による物流コスト
の増加

・  輸送における積載率の向上
・  モーダルシフトの推進

物理 自然災害の増加 中期 中 ・  工場、サプライヤーの操業停止リスクの増加
・  物流網（原料調達、販売）の遮断リスクの増加

・  事業継続計画に基づく対策強化
・  原料の複数購買化
・  製造拠点、物流拠点の分散・見直し、在庫の分散
保有

物理 気温上昇、海面上昇 長期 低
・  高潮による浸水被害リスクの増大
・  植物由来原料の価格や品質の変化
・  従業員の健康被害リスクの増大

・  事業継続計画に基づく対策強化
・  原料代替の探索と開発
・  作業環境、暑熱対策の強化

脱炭素社会に向けた取り組み
　シナリオ分析の結果、環境への意識の高まりにより、環境
負荷の少ない製品の需要が増加することを確認しました。 
　当社の持つ製品や技術は、気候変動対策に取り組む新
たな市場ニーズを捉え、事業拡大の機会となります。製造

工程の短縮による省エネルギー化に貢献できる製品や、温暖
化を防ぐためのクリーンエネルギー実現に貢献する製品など、
気候変動関連リスクの進行を緩和しています。気候変動対策
に取り組む社会に貢献するための研究開発を進め、市場の
ニーズに応えていきます。

緊急度　 短期  5年以内　 中期  10年以内　 長期  30年以内
影響度　高  利益影響額30億円～　中  利益影響額 10億円～　低  利益影響額 ～10億円
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都市の人口集中、地方の過疎化は、日本にとって大きな社会課題です。当社は、そ
の解決のために事業を通じて地方創生に取り組み、サプライチェーンを構築する
皆さまとともにSDGsの理念に合致する事業を進めていきます。

カイコの育成

地方創生の取り組み

「養蚕イノベーション®」への取り組み
　グループ会社であるバイオコクーン研究所は、従来の養蚕
に化学の視点を加えた「養蚕イノベーション®」を提唱していま
す。地方自治体等と連携して第1次産業従事者の皆さまとと
もに発展し、健康長寿社会を実現する取り組みです。桑、シル
ク、マユ、カイコ、サナギという養蚕資源を活用して、減少傾
向の農家※による地域創生をめざしています。さらに、桑の木
1億本プロジェクトの活動では、植樹によるCO2削減、耕作
放棄地の有効利用、シニア世代の働きがいや地域雇用の創
出、安定所得の確保、「カイコ冬虫夏草」のサプライチェーン
の確立など、健康長寿社会創出のサイクルを回していきます。

さらに、認知症・フレイル予防による医療費削減、昨今注目さ
れている医薬、食品、化粧品などの先端分野への応用へと展
開を図ります。
　2021年8月には、「養蚕イノベーション®」を通してSDGsに
貢献することを目的に、兵庫県養父市と地域創生に取り組む
包括連携協定を締結しました。この協定では、相互の人的、
知的資源の交流や物的資源の活用を図り、豊かな価値の創
造をめざし、地域産業の振興や桑の栽培を含む養蚕事業、認
知機能や認知症などの研究などを進めていきます。
※  日本の養蚕農家戸数  

2000年3,280戸→2021年61戸へ減少  
出典：一般財団法人大日本蚕糸会

サプライチェーンとの共存共栄

　当社は、脱石化原料の背景から再生可能資源への代替と
して、植物や微生物などの天然素材を見直し、高機能性材料
に転換してお客さまの要望にお応えしていきます。
　また、食品廃棄物問題、例えばスダチを搾汁した後の残渣
を有効活用するなど具体的な取り組みを進めることで、サプ
ライチェーン上の皆さまとともに企業活動を進めています。長
年培ってきた代理店やインスパイアード・パートナーとの信頼
関係をはじめとし、適切なサプライチェーンマネジメントを推
進しています。2021年10月には、「パートナーシップ構築宣
言」を公表しました。取引先などのサプライチェーンや、価値

創造を図る事業者の皆さまとの連携・共存共栄を進めること
で、新たなパートナーシップの構築をめざします。
　なお、当社は宣言にあたり、以下の個別項目を明示しています。
■  地方創生の取り組みへの貢献
地方創生の取り組みに貢献す
ることで、地方とともに成長し
ていくことをめざします。

■ 健康経営支援 
健康経営の実践、周知啓蒙や取引先企業の健康経営の支
援を行います。

産業廃棄物を有効活用する取り組み
　徳島県では、廃棄物を新たな資源として捉え、廃棄物を利
用して製造されるリサイクル製品や、3R※1に積極的に取り組
む事業所を認定する「徳島県リサイクル認定制度」を実施して
います。
　池田薬草は、徳島県や徳島大学との産官学連携の取り組
みの中で、すだち果皮を徹底的に利用した「すだちイノベーショ
ン事業」を推進しており、2022年3月に産業廃棄物（搾汁後の
すだち果皮）を有効利用したアップサイクル※2商品である
Sudachin®やすだち精油を製造・販売する取り組みにより、
「徳島県認定3Rモデル事業所」に認定されました。

　2023年夏には、ゆず果皮とゆこう果皮を活用したエッセン
シャルオイルを商品ラインナップに加えます。今後も、廃棄さ
れている未利用資源を活用し、「環境にやさしく、地域から愛
される商品」をコンセプトに開発を進めていきます。
※1  ①Reduce（減らす）、②Reuse（繰り返し使う）、③Recycle（再資源化する）の3つの
頭文字をとったもの

※2  捨てられるはずだった廃棄物や不用品を活用し、新しい製品に生まれ変わらせたもの

「第26回四国産業技術大賞」優秀革新技術賞を受賞
　徳島県の産官学連携による「すだち果皮」からの機能性成
分の抽出法や、池田薬草の粉末化技術を駆使した健康食品
用素材となるSudachin®（すだち果皮エキス末）の新商品開
発が評価され、2022年2月、四国地域の産業技術発展に顕
著な貢献のあった企業などを表彰する「第26回四国産業技術
大賞」で、池田薬草が優秀革新技術賞を受賞しました。

対応するマテリアリティ
●  地方創生
●  サプライチェーンの共存共栄

桑の栽培

CO2削減

「養蚕イノベーション®」と期待される効果

養蚕イノベーション®による地域創生

活動内容 期待される効果

カイコの餌となる桑の木を
育成する

•  地域の雇用（所得）創出 •  シニア世代の生きがい •  地域コミュニティの活性化
•  耕作放棄地の有効利用 •  認知症予防、フレイル予防 → 医療費削減 •  CO2削減効果

カイコを育成する
•  地域の雇用（所得）創出 •  養蚕業の復活 •  認知症予防、フレイル予防 → 医療費削減
•  日本古来の養蚕技術伝承 •  シニア世代の生きがい

マユは、各用途に
応じ活用する

シルク •  絹製品へ活用 •  医薬、食品、化粧品などの先端分野への応用
サナギ •  第一工業製薬が製造販売する「カイコ冬虫夏草」の原料へ活用

※  「養蚕イノベーション®」は、バイオコクーン研究所の登録商標です。

サナギ
↓

カイコ冬虫夏草
の栽培

桑の成分
有効活用

収入源
認知症予防
健康維持

マユ＝シルクの利用
（医薬、食品、化粧品など）

医療費削減 地域雇用の創出

研究機関・自治体・ 
企業との連携

耕作放棄地の 
有効利用

原料確保

技術の包括交流促進および研究・技術発展を図ることをめざし 
京都工芸繊維大学と包括技術交流に関する協定を締結
　DKSは、京都工芸繊維大学との技術交流により、互いの持つ技術や知見を融合・実装 
させ、地域社会の課題解決をめざします。また、技術者の交流を活発化させ、互いのレベル
アップを図ります。共に京都に位置する大学と企業が、伝統を重んじながらも時代の変化に
柔軟に対応していくことで、長期的に本協定を発展させていきます。

＜技術交流事項＞
・技術相談、技術調査および技術利用の実施
・技術情報および研究情報の提供
・人材の育成・交流の推進
・新事業、新製品の開発・評価・検証等推進のための研究連携

TOPIC

京都工芸繊維大学／第一工業製薬 包括連携協定締結式
左：京都工芸繊維大学 森迫清貴学長
右：第一工業製薬 山路直貴代表取締役社長
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対応するマテリアリティ
●  コーポレートガバナンスの深化

リスク管理の基本プロセス

組織の状況の確定

リスクアセスメント

リスク分析

リスク評価

リスク特定
お
よ
び
協
議 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

お
よ
び
レ
ビ
ュ
ー

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

危機管理

　当社は、企業リスクに対する施策を経営の重要課題として
位置づけ、潜在的リスクおよび顕在化リスクの発生予防と拡
大防止に対処するため危機管理規程を定めています。危機管
理規程では、基本方針、リスクマネジメント統制委員会活動
および顕在化した企業リスクの危機管理を行うための「危機
管理マニュアル」を補足資料として策定し、その運用について
規定しています。
　「危機管理マニュアル」では危機管理レベルを設定し、それ

ぞれのレベルに対応した責任者が危機管理を実施することを
定めています。また、人命や事業に影響を及ぼすリスクに対
し、適切な対処の実施と強化を進めています。地震、豪雨によ
る水害、長期間の猛暑、大雪などの異常気象にともなう自然
災害の発生は、増加傾向にあります。これらが事業に及ぼす
処置策として、情報共有ツールを活用し、関係者全員がいち
早く情報を共有することで、管理レベルに応じた迅速な対応
を行っています。

リスクマネジメント体制

　当社グループは、適切なリスクマネジメントの実行が経営の
重要課題であるとの認識のもと、担当の執行役員を委員長と
して各部門および関係会社の代表者で構成するリスクマネジ
メント統制委員会を設置し、定期的に委員会を開催して計画
的に活動を進めています。
　リスクマネジメント統制委員会は、事業目的の達成を阻害す
る恐れのあるリスクを適切なレベルまで低減することを目的と
して、リスク管理システムに基づいてPDCAサイクルを回して
います。委員会メンバーが定期的および都度、新たなリスクの
洗い出しを行い、リスクの特定、分析、評価を行っています。特
定されたリスクは、影響度と発生頻度でリスクマトリクスを作
成し、重要度をランク分けしています。重要度の高いリスクは、
委員会の管理リスクとして、委員会でリスク対応担当者を決定
し、対策の計画や進捗状況をモニタリングし、レビューを実施
しています。
　一方、有事の際に国内外の関係会社を含めてリスク情報を

いち早く伝達し、状況把握と適切な対応が取れるよう、危機
管理体制の維持と強化に努めています。潜在的なリスクおよ
び顕在化したリスクに対処するため、「危機管理規程」「PL（製
造物責任）予防管理規程」「情報セキュリティ規程」を制定して
います。自然災害、大規模伝染病、テロや治安の悪化から受
ける被害、漏洩・環境汚染、設備・施設などの損傷や人的被
災をともなう事故、製品（PL）問題などによる社会へ与える危
害、セキュリティ、知的財産の情報管理などの想定し得るリス
クをリスト化し、主な社内規程と紐づけて管理しています。
　2022年度は、リスク管理システムに基づき、新たなリスク
として台湾有事などのリスクを抽出し、対応を検討しています。
その一方、すでに委員会で管理しているリスクとして、サイバー
セキュリティや感染症の脅威に対しては、この仕組みの中でリ
スクの低減を図っています。また、災害発生時に適切な行動
がとれるように、地震対策BCPの見直しや教育、地震を想定
した防災訓練、安否確認訓練などを実施しています。

リスク対応

危機管理レベル 責任者 事例

レベルⅠ 平時における予兆の把握レベル
工場長、事業所長、 
支社・支店長、 
関係会社社長

自然災害、テロ・治安、 
環境問題、事故、情報管理

レベルⅡ 事業所、支社、支店、関係会社内 
対処リスクレベル

地震（震度5以上）、環境問題、事故、 
近隣火災、台風、豪雨、洪水

レベルⅢ 部門（関係会社を含む）内対処 
リスクレベル

本部長、工場長、 
関係会社社長

自然災害被害の発生、環境問題の発生、 
集団感染、製品（PL）問題発生

レベルⅣ 全社対処リスクレベル
危機管理対策本部長 
（危機管理対策本部設置）

レベルⅡ、レベルⅢの発生事態の拡大

レベルⅤ 想定外リスクレベル

情報セキュリティポリシー

① 経営者の責任

④ 法令及び契約上の要求事項の遵守

② 社内体制の整備

⑤ 違反及び事故への対応

③ 従業員の取り組み

当社は、経営者主導で情報セキュリティ
の改善・向上に努めます。

当社は、情報セキュリティに関わる法令、
規制、規範、契約上の義務を遵守すると
ともに、お客様の期待に応えます。

当社は、情報セキュリティの維持及び改
善のために組織を設置し、組織的かつ継
続的に情報セキュリティ対策に取り組み
ます。

当社は、情報セキュリティに関わる法令
違反、契約違反及び事故が発生した場合
には適切に対処し、再発防止に努めます。 

当社の従業員は、情報セキュリティのた
めに必要とされる知識、技術を習得し、
情報セキュリティへの取り組みを確かな
ものにします。

第一工業製薬株式会社（以下、当社）は、当社内及び、お客様からお預かりした情報資産を事故・災害・犯罪などの脅威から守り、
お客様ならびに社会の信頼に応えるべく、以下の方針に基づき全社で情報セキュリティに取り組みます。
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対応するマテリアリティ
●  コーポレートガバナンスの深化

DKSのコーポレートガバナンスの深化と特長

　当社は「産業を通じて、国家・社会に貢献する」を社是とし、
創業以来、「品質第一、原価逓減、研究努力」の三つの社訓を
創業の基本精神としています。コーポレートガバナンスに関す
る基本的な考え方としては、社会から信頼を得られる経営基
盤の確立を目指し、企業の社会的責任（CSR）に根ざした透
明かつ公正な企業活動を行うため、ガバナンスの深化を最重
要課題の一つとして位置づけ、取り組んでいます。

年 月 取り組み内容

2014 6 独立社外取締役選任（計1名）
取締役会の書面決議を行える旨の条文を新設

2015 5 社外役員会議設置

2017 6 独立社外取締役選任（計2名）

2018 6 インターネットでの株主総会資料の開示

2020
5 インターネットによる議決権行使の実施

6 株主総会招集通知の一部を英文開示

2021

5 議決権電子行使プラットフォームの導入

6
アドバイザリー・ボード設置
独立社外取締役選任（計3名）、 
取締役8名中3名が独立社外取締役

2022 6 取締役2名増員、独立社外取締役選任（計4名、うち女性1名）、 
決算短信全文を英文開示

2023 6 独立社外取締役選任（計4名、うち女性1名）
取締役8名中4名が独立社外取締役

コーポレートガバナンスの深化

体制図

株主総会

各業務執行部門・グループ会社

取締役会 
 取締役8名

社内（4） 　　　　　　
社外（4） 　　　　　　

監査役会 
監査役4名
社内（2） 　　
社外（2） 　　　　　　

代表取締役

執行役員9名
（業務の執行）

経営会議
重要案件の審議

会計監査人

監査役付

内部監査室

コンプライアンス統制委員会

リスクマネジメント統制委員会

サステナビリティ委員会

RC（環境・安全・品質）推進会議
安全保障輸出管理委員会

指示・監督 重要案件の付議・報告

違法性のチェック

選任・解任 選任・解任

報告

報告

報告報告

報告

監査

連携

監査 報告等
報告等

方針・計画・
指示方針・計画・

指示

監査

監査

連携

選任・解任

選定・解職
監督

選任・解任に関する 
議決内容の決定
会計監査相当性の判断

連携

    社内　    社外

総務法務部

アドバイザリー・ 
ボード

社内（2） 　　　
社外（6） 　　　　　　

各機関の役割と構成
■  取締役会
　当社は2023年6月に経営施策を確実に実現するための意
思決定が迅速かつ戦略的に行えるよう、1名減員しました。「取
締役会」は現在、8名（うち社外取締役4名）で構成されていま
す。原則月1回開催しており、代表取締役会長を議長とし、当
社グループの重要事項などを決定しています。

■  経営会議
　「経営会議」は、代表取締役社長を議長とし、4名の社内取
締役、2名の常勤監査役、6名の執行役員によって構成され、
原則月2回の頻度で開催しています。決算・財務・業績を中心
とした取締役会事前承認案件や職務権限規程、経理財務権
限規程等に基づく重要決議や重要報告案件を審議・検討す
るとともに、会社全般にわたる調整と統制を行っています。取
締役会に付議する案件は原則として事前に「経営会議」で慎
重に審議し、法令および定款に適合し、かつ合理的な意思決
定が行われるよう努めています。

■  アドバイザリー・ボード
　当社は、取締役会における意思決定プロセスのさらなる 
公正性、客観性および透明性を向上させることを目的として、
任意の諮問機関である「アドバイザリー・ボード」を設置して
います。「アドバイザリー・ボード」は代表取締役会長、社長 
および社外役員で構成され、その過半数を独立役員として 
います。議長は、独立社外取締役が務めています。「アドバイ
ザリー・ボード」の設置により、社外役員の業界に対する理解
を促進し、また社外役員からの関与・助言の機会を確保して
います。
　2022年度は「アドバイザリー・ボード」を4回実施しました。
取締役会における充実した議論に資するために、当社におけ
るGX（グリーントランスフォーメーション）やDX（デジタル 
トランスフォーメーション）についての説明を各取締役より 
実施し、現在取り組んでいる内容についての理解促進を図り
ました。また人事制度の考え方の説明を行いました。

役員名
取締役・監査役に特に期待する分野

企業経営 財務・会計 法務
リスク管理

人事・労務
人材開発

IR・企業 
価値創造

研究技術・
IT・生産

事業戦略・
マーケティング

代表取締役会長 坂本 隆司 ● ● ●

代表取締役社長 山路 直貴 ● ● ●

専務取締役 岡本 修身 ● ● ●

取締役 清水 伸二 ● ● ●

社外取締役 谷口 勉 ● ● ●

社外取締役 奥山 喜久夫 ● ● ●

社外取締役 橋本 克己 ● ● ●

社外取締役 中野 秀代 ● ● ●

常勤監査役 大西 英明 ● ● ●

常勤監査役 河村 一二 ● ● ●

社外監査役 髙橋 利忠 ● ● ●

社外監査役 中 英也 ● ● ●

女性取締役割合
2023.6時点：12.5%

期待するスキルマトリクス

　当社では、意思決定および経営の監督を適切かつより高い
レベルで行うため、事業に関して豊富な経験、実績、専門性な
どのバランスを考慮した取締役および監査役を選任しています。
　社外取締役および社外監査役については、経営に関する豊
富な経験、高度な専門性、幅広い知見や経験を持つ者を複
数選任しています。

　監査役には、財務、会計部門の経験者かつ相当程度の知
識を有する者を1名以上選定しています。
　各役員に期待するスキル・専門的な分野の考え方は以下の
通りです。特に期待するものを3つまで記載しており、各役員
の有するすべてのスキル・専門的知見を表すものではありま
せん。
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後継者計画

　最高経営責任者等の後継者計画は、最高経営責任者が計
画を策定しています。後継者計画は企業存続の最重要事項で
もあり、経営上の顕在的、また、潜在的な能力を見極めること
が大切です。そのため、後継者計画は、企業内容を熟知する
最高経営責任者の専権事項としています。最高経営責任者が
その後継者候補を起案し、独立社外取締役4名を含む取締役

会において十分な審議を経て決議しています。
　また、後継者候補については、その資質および適性などに
ついて社外役員の意見を聴収することが望ましいと考え、社
外役員をメンバーとする後継者育成コミッティやアドバイザ
リー・ボードにて、社外役員の関与・助言の機会を適切に確
保しています。

政策保有株式について

　当社は、関係強化等を目的に、取引先、金融機関の株式を
政策保有株式として保有しています。保有に関しては、そのリ
ターンとリスク等を踏まえた中長期的な観点から検証を行い、
保有目的、合理性、投資額等について総合的に勘案し、その
投資可否（保有の適否）を継続して見直しています。2023年
3月末に保有する政策保有株式について、取締役会において

保有適否の検証を行った結果、継続して保有することが適切
と判断しています。

報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 
役員の員数（名）基本報酬 業績連動報酬 株式報酬

取締役（社外取締役を除く） 273 230 18 24 7

監査役（社外監査役を除く） 43 39 – 3 2

社外取締役 23 21 – 2 5

社外監査役 8 8 – 0 3

計 349 299 18 30 17
（注） 1.  支給人員には、2022年6月24日開催の第158期定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任した社内の取締役1名を含んでおります。

2.  使用人兼取締役の使用人分給与を含みません。
3.  2022年6月24日開催の第158期定時株主総会終結の時をもって社外取締役を退任し取締役に就任した青木 素直氏については、社外取締役在任期間分は社外取締役に、取締役在任
期間分は取締役（社外取締役を除く）に、それぞれ区分して上記の総額と員数に含めて記載しております。

4.  2022年6月24日開催の第158期定時株主総会終結の時をもって社外監査役を退任し社外取締役に就任した橋本 克己氏については、社外監査役在任期間分は社外監査役に、社外取
締役在任期間分は社外取締役に、それぞれ区分して上記の総額と員数に含めて記載しております。

人権・労働の取り組みについて

　当社は、国連の定める「ビジネスと人権に関する指導原則」に
則り、「第一工業製薬グループ人権方針」を制定しました。当社は、
「国際人権章典」、国際労働機関の「労働における基本的原則お
よび権利に関するILO宣言」、国連グローバル・コンパクトの定
める10原則等の人権に関する国際規範を支持し、尊重します。
　国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」および「責任 
あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイド 

ライン」に基づいて本方針を定め、人権デュー・ディリジェンス
などの人権尊重の取り組みを推進していきます。

役員報酬について

報酬決定プロセス
　取締役および監査役の報酬等は、a. 職務執行の対価として適切な報酬であること、b. 当社の業績を向上させ、企業価値最大
化を図るための行動を促す報酬であること、c. 株主との価値共有を深める報酬であることを基本理念としています。各報酬の決
定に関するKPIおよび報酬等の額に対する割合は以下の通りです。

項目 割合 会長 社長 取締役 社外 
取締役 監査役

a. 固定報酬 – – ● ● ● ● ●

b. 業績連動報酬 部門業績
評価

固定報酬率を100%とした場合、報酬額は単年
度目標に対する達成度に応じて△14%～14%
の範囲で決定します。

– – ● – –

当社業績
評価

固定報酬率を100%とした場合、報酬額は売上
高、利益の前年度実績からの改善度に対する達
成度に応じて△14%～14%の範囲で決定します。

● ● ● – –

c. 株式報酬 – 固定報酬率を100%とした場合、1事業年度あ
たりの株式報酬額は各職位の固定報酬の7%～
13%程度となります。

● ● ● ● ●

報酬の構成
a. 固定報酬：各役員が担当する役割の大きさとその地位に基づく額を設定し、月額固定報酬として支給します。
b. 業績連動報酬： 前年度の当社業績評価を年1回、各取締役が担当する部門の評価を年2回行い、それぞれ月額報酬として支給

します。
c. 株式報酬：各役員が担当する役割の大きさとその地位に基づき、譲渡制限付株式を付与しています。

報酬構成イメージ

KPI
　当社は会社業績評価に関わる重要な指標を成長性、収益性、安全性と定めており、業績連動報酬に係る指標は、連結売上高、
連結経常利益、連結営業活動によるキャッシュ・フローとしています。

100%

79%

固定報酬

部門業績 
評価

当社業績 
評価

株式報酬

報酬合計 ～141%

～13%7%～

～14%△14%～

～14%△14%～

■■ 固定報酬　　■■ 減少分　　■■ 増加分　　■■ 固定部分　　■■ 変動部分

銘柄数および貸借対照表上計上額

銘柄数 24
貸借対照表計上額の合計額 3,623百万円
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してすべてが中途半端になってしまう会社は多いので、DKS
は原点に回帰し、界面活性剤事業に重点を置くのは良いこと
だと思います。私は、業績が悪いときこそ、原点回帰と会社の
強さを確認し、存在意義を問い直すことが、役員をはじめ社
員一人ひとりにも求められると考えています。特に社員には、
課題に対する正解を求めるのではなく、創造性を持って仕事
に取り組んでいく姿勢を大切にしてほしいと思っています。

奥山取締役は研究職の立場から、DKSの人材や技術
の分野における強みや弱みをどう見ておられますか。

  奥山  　DKSの技術的な強みは、界面活性剤製造から派生
した多種多様な化学製品を製造する優れた技術です。さらに、
それらを組み合わせて、お客さまが要望する機能を持つ製品
や、既存製品の性能を超えた製品を開発するノウハウを保持
している点は、同業他社と比べて大変優れていると思います。
また、DKS は幅広い顧客基盤を有しており、さまざまな産業
分野で製品が使用されており、この幅広い産業における取引
から得た知見を生かし、合成技術も組み合わせることで、付
加価値が高い材料を開発することが可能になります。しかし、
新しいものをつくる応用段階に進むことがなかなかできていな
いので、そこを支えるためにも、界面活性剤などの事業で安定
的に収益を上げながら、新しい技術開発に取り組むことが必
要だと思っています。加えて、DX人財も現在、社員に教育プ
ログラムを受講させて養成していますが、同業他社との連携
やデジタル人財を新規採用していくことが必要だと思います。

 
橋本取締役は、監査役から取締役に就任され、どの 
ような役割を期待されていると思いますか。また、どの
ような強みを発揮できているとお考えでしょうか。

  橋本  　業績回復に向けてどのような施策を実施するべきか
という議論では、監査役の経験も踏まえた適切な助言を常に
考えています。どちらも経営陣の監督という役割は同じですが、

社外監査役は会計監査と業務監査の情報を見るので、取締
役会や経営陣を外から監督することになります。一方、社外
取締役は、中に入って実際に監督するという違いがあります。
社外監査役から社外取締役になり、双方を経験したことで、
より会社の状況を客観的に判断できるのが利点だと思います。

ESGが重視されている中、化学メーカーの立場から
自然環境、社会に対してどのようなことを期待されて
いると感じておられますか。また、化学産業に対する
影響、会計監査も年々厳しくなっていく中で、どのよう
な役割を果たす必要があると思われますか。

  奥山  　DKSはフロン代替の合成潤滑油剤や太陽光パネル
の導電性ペーストなど、環境に配慮した製品を多く世に 
出し、ライフサイエンスのカイコ製品は脱石化原料として環境
への貢献が期待されます。さらに、健康経営銘柄への選定な
ど、社員の働く環境の整備にも力を入れており、ESG投資の
観点から非常に注目される会社だと思っています。人事面で
も、営業本部長の執行役員に40代が抜擢されるなど、能力重
視の評価も導入しています。一方、研究部門では優秀な人財
が多いものの、新製品の実用化などの実績を上げる部分が 
弱く、課題だと思います。

  橋本  　今後は、ESGに熱心に取り組む会社が生き残って
いくと考えています。化学メーカーの事業は必然的に環境負
荷をともなうため、製品サイクル全体の視点で、DKSの製品
がいかに環境負荷の低減に貢献しているかをアピールする必
要があり、また、そうした製品を作らなくてはならない時代に
なっています。今の若手社員は、環境貢献に対して非常にや
りがいを見いだす人が多く、私たち社外取締役も助言や監督
を通じて、そうした流れを後押ししたいと思っています。

山路新社長体制になった後、 
DKSの変化についてお教えください。

  奥山  　山路社長は、2023年度のDKS の年間標語を「稼ぐ
力の強化」と掲げ、その実現に向けて、社長のもとに社内取締
役および各事業の本部長と統括部長が参加する戦略会議を設
置しました。研究、生産、営業について議論し、経営課題に一
体となって取り組む体制が構築されつつあり、社内での情報の
共有が進んでいると感じます。私は社外取締役に就いたのは
DKSが初めてですが、山路社長は長年の研究開発経験に加え
て、営業や生産管理などの経験も活かし、商品開発のスピード
アップや生産計画の最適化による生産性の向上など、積極的
に改革に取り組んでいると感じます。また、取引先企業や工場
及び関係会社の現場訪問に力を入れ、社員とも対話の機会を
積極的に設けています。こうした取り組みを通じ、DKS の社訓
である「品質第一」「原価逓減」「研究努力」が若手社員にも浸透
し、意欲の向上につながることを期待しています。

  橋本  　2022年以来、取締役会の議論は、急激な環境の変
化にともなう収益悪化への対応が中心でした。そのため、山
路社長の手腕が発揮されるのは今期からだと思っています。
DKSはBtoBが中心の会社であり、顧客のニーズの変化は
BtoCほど急激ではありません。今は現場で地道にお客さま
のニーズを汲み取りつつ、それに対応する努力を重ねていくし

かないと思っています。2021年に取締役会の諮問機関として
アドバイザリー・ボードが設置され、現在、私が議長を務めて
おり、直近では中期経営計画の進捗のほか、４月から実施し
ている経営課題解決プロジェクトの内容や進捗状況について
議論しています。

2022年度の業績は大幅減益となりましたが、 
社外取締役の目から見てどう思われますか。

  奥山  　過去3年を見ると、各セグメントで売上高は全体的に
増加しているものの、営業利益が減少しており、原材料価格の
高騰にともなう製品価格の引き上げが急務です。DKSの創業
以来、100年以上会社を支えてきた界面活性剤は、今後もカ
スタマイズしながら顧客との関係を強化し、安定的に収益が得
られる基幹事業として維持してほしいと思います。アメニティ材
料事業およびウレタン材料事業については、環境関連の材料
や食品添加物でDKS独自の製品があり、新規顧客の獲得が
望まれます。ライフサイエンスはBtoCでサプリメント販売を始
めていますが、いかに、当社や商品のファンになり、継続して購
入いただけるお客さまを増やすかが課題だと思います。

  橋本  　化学メーカーの製品は、長年経ってようやく結果が
出るものが珍しくないため、撤退時期の判断は非常に難しい
と思います。一般的に、業績が悪化すると、手を広げようと 

長期的な価値創出に向けた
DKSの課題と

社外取締役の役割とは

Q

Q

Q

Q

Q

取締役

橋本 克己
・大阪国税局
・ あずさ監査法人 京都事務所長
・ 橋本公認会計士事務所代表（現任）

取締役
奥山 喜久夫
主な
キャリア

主な
キャリア

・ 広島大学大学院工学研究科物質
化学システム工学科教授
・広島大学名誉教授（現任）

・ （公財）ホソカワ粉体工学振興財団 監事（現任）
・ 粉体工学情報センター 副理事長（現任）
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 価値創出し続けるために 

社外取締役対談



ステークホルダーとの関わり 対話手段 担当部門

社員

社員幸福度経営を掲げており、最も重要な財産は人
的資本であり、人を大切にするという思想のもと、優
秀な人材と多様性の確保をめざしています。従業員
の成長が会社を発展させる原動力となり、広範な企
業価値の向上につながるものと認識しています。また、
中期経営計画「FELIZ 115」では「従業員の幸福度向
上」を目標に掲げ、従業員の健康維持・向上を図る健
康経営の取り組みを推進しています。

（  P.32 人材マネジメント）

●  従業員向け研修（職場研修、職場外研修、新入社員研
修、自己啓発支援）

● DX人材育成プログラム
●  健康経営の推進（運動習慣、メンタルヘルス対策など）
●  社内ポータルサイト、デジタル社内報「TUNAG」、 
社内報「DKSCOM」発行

●  公益通報ホットライン
●  コンプライアンスに関する意識調査

人事担当部門
総務担当部門
情報システム担当部門
広報 IR担当部門

株主

株主との建設的な対話を成立させるには、その前提
として適切な情報発信が必要だと考えています。広報
IR部門が中心となり、右記のような対話の機会を設
けています。

（  P.20 財務・資本戦略と株主トータルリターン）

●  機関投資家・ 証券アナリスト向け決算説明会、 
スモールミーティング

● 個人投資家向け会社説明会
● １on１ミーティング
● 株主総会、経営説明会
● ウェブサイト（IR・投資家情報）
● DKSレポート（統合報告書）、株主通信

広報 IR担当部門
総務担当部門

顧客

当社は「工業用薬剤の首位」と紹介される化学の素材
メーカーです。独自性、ユニークさで評価される企業、
ユニ・トップになることをめざして技術や製品の開発
に取り組んでおり、2018年にはライフサイエンス分野
に本格的に参入しました。右記などの活動によって、
お客さまの要望にお応えすることを通じ、長期的な信
頼関係の構築に努めています。

（  P.28 研究開発）

●  日々の営業活動
●  全国一工会（代理店との交流会）
● 研究技術説明
● 品質保証体制の徹底
● 製品展示会、製品記者発表
● ウェブサイト
● 社外報「拓人」

営業担当部門
各事業の担当部門
研究担当部門
生産担当部門

社会

都市の人口集中、地方の過疎化という社会課題に対
し、その解決のために事業を通じて地方創生に取り
組んでいます。また、サプライチェーンを構築する皆
さまと連携し、共存共栄を進めることで、新たなパー
トナーシップの構築に取り組み、ともにSDGsの理念
に合致する事業を進めています。さらに、当社の事業
所・工場のある地域社会の皆さまに当社事業への理
解を深めていただき、信頼関係を構築するために、地
域貢献活動にも力を入れています。

（  P.42 協働社会への貢献）

●  地方自治体と連携しての取り組み
●  健康長寿社会実現への取り組み
●  取引先との連携・共存共栄のための「パートナーシップ
構築宣言」

●  学会やフォーラム、セミナーでの発表、講演
●  工場見学会
●  地域の子供向け科学セミナー、出前授業
●  地域イベントへの参加・協賛
●  社員による地域での清掃活動

総務担当部門
各事業の担当部門
研究担当部門
生産担当部門

ステークホルダーとのコミュニケーション

　当社は1909年の創業以来、「品質第一、原価逓減、研究努
力」の社訓に則り、事業を運営してきました。SDGsやESG
経営に関心が高まる現在、当社は「産業を通じて、国家・社会
に貢献する」社是のもと、企業を取り巻く4つのステークホル

ダーである社員、株主、顧客、社会に対して幸せをもたらすこ
とができるかを常に念頭に置いています。ステークホルダーと
のコミュニケーションを重ねつつ、ともに新たな価値の創出を
めざしています。

出前授業（新潟）

　地域貢献活動の一環として、子供向けの科学セミナーへの参

加や出前授業を全国各地で実施しています。2022年度は、当社

グループ会社の事業所がある三重県四日市市で「四日市こども科

学セミナー」を開催し、洗剤を用いた界面活性剤に関する授業を

1回につき10名ずつを対象に、計6回実施しました。また、恒例の

出前授業では、新潟県と滋賀県の小学校では界面活性剤の実験、

また岩手県の幼稚園では蚕の飼育体験など、各工場の社員が年

齢に応じた科学への興味と学習意欲の向上を目的とした授業を

行っています。今後も継

続的に地域貢献活動

に注力していきます。

地域社会の皆さまとの対話 未来を担う子供たちの科学への興味を喚起する

　広報 IR部門を強化し、IR活動の効率性と信頼性を高めるため

の人員体制へと整備しました。財務情報に限らず、経営戦略およ

び課題、リスクと機会やガバナンスなどの非財務情報についても、

投資家の皆さまにとって付加価値の高い情報発信を心掛けてい

ます。

　毎年、通期（6月）および中間期（11月）に機関投資家向け説明

会およびスモールミーティングを実施しています。2022年度は、

90名の方にご参加いただきました。また、同年より開催を開始した

「個人投資家向け説明会」は、2023年度も引き続き実施予定です。

建設的な対話が成立するためには、その前提として適切な情報発

信が必要だと考えています。広報 IR部門が中心となり、適時・適

切に必要な企業情報を

開示するとともに、広く

関係者とのコミュニケー

ションが取れる場を大

切にしていきます。

投資家の皆さまとの対話 機関投資家・個人投資家との対話　建設的な対話を通して、ともに価値を創造していく

　当社は「人は財産であり、人を大切にする」との思想に基づい

て、社員と向き合っています。社員の健康維持・向上は、個々の

社員の自己実現の礎であり、会社はこれを支えることで、ともに

成長できるものと考えています。社員の健康維持・向上は会社に

とって重要な経営課題であることから、こうした考えを2017年9

月に健康宣言として表明しました。

　健康経営の考え方としては、健康管理による疾病、メンタル不

調の予防、安全で衛生的な環境での就労、生活を目標とし、具体

的運用をPDCAサイクルに則って推進しています。2022年度の

主な成果としては、腹囲の基準値超過を予防する観点からウォー

キングイベント実施し、基準を超える人の割合が、0.4ポイント改

善しました。健康に対

する認識が高まりまし

たという声が社員から

上がっており、今後も

社員の健康づくりを推

進していきます。
社長と社員の対話の様子

社員との対話 「人は財産であり、人を大切にする」との思想に基づいて社員と向き合い続ける

東京経営説明会
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ステークホルダーとの対話（具体例の紹介）ステークホルダーエンゲージメント



取締役（2023年6月23日現在） 監査役（2023年6月23日現在）

執行役員（2023年9月1日現在）

坂本 隆司
代表取締役会長

略歴
1970年 4月  （株）富士銀行（現（株）みずほ銀行）入行
1991年 2月  同行マドリード支店長
1994年 5月  同行日本橋支店長
1999年 12月  富士投信投資顧問（株）常務取締役
2001年 6月  当社入社
2001年 6月  取締役
2004年 4月  総合企画本部長
2004年 6月  常務取締役
2007年 6月  専務取締役
2011年 6月  代表取締役副社長
2013年 6月  代表取締役会長
2015年 6月  兼社長
2022年 4月 代表取締役会長（現任）

所有株式数　41,345株

岡本 修身
専務取締役

略歴
1989年 4月  当社入社
2006年 4月  樹脂添加材料事業部営業部長
2007年 5月  界面活性剤事業部東部営業部長
2008年 4月  機能化学品事業部企画室長
2010年 10月  四日市合成（株）取締役
2013年 4月  生産管理本部四日市再編推進部長
2014年 4月  総合企画本部経営企画室長
2016年 4月  総合企画本部副本部長
2017年 4月  事業本部樹脂材料事業部長  

兼東京本社担当
2017年 6月  取締役
2020年 4月  常務取締役 

営業統括
2022年 4月  専務取締役（現任） 

研究統括

所有株式数　12,033株

谷口　勉
取締役（社外）

略歴
1978年 10月  労働省労働基準監督官
2002年 4月  厚生労働省（旧労働省）京都労働局 

園部労働基準監督署長
2004年 4月  同省同局総務課人事計画官
2006年 4月  同省同局京都南労働基準監督署長
2008年 4月  同省同局総務課長
2010年 4月  同省同局京都下労働基準監督署長
2012年 4月  同省同局京都上労働基準監督署長
2014年 6月  （公社）京都労働基準協会専務理事
2017年 6月  社会保険労務士登録（京都府社会保険労務士会） 

谷口勉社労士事務所所長（現任） 
当社取締役（現任）

所有株式数　1,257株

奥山 喜久夫
取締役（社外）

略歴
1990年 10月 広島大学工学部第三類化学工学講座教授
2001年 4月 広島大学大学院工学研究科物質化学システム工学科教授
2013年 4月  広島大学名誉教授（現任） 

広島大学特任教授
2017年 6月  （公財）ホソカワ粉体工学振興財団常務理事
2021年 6月 当社取締役（現任）
2022年 6月  （公財）ホソカワ粉体工学振興財団監事（現任）
2022年 6月 粉体工学情報センター副理事長（現任）

所有株式数　295株

山路 直貴
代表取締役社長

略歴
1991年 4月  当社入社
2013年 4月  生産管理本部四日市再編推進部企画担当部長
2014年 4月  社長特命室長
2015年 4月  事業本部樹脂材料事業部長
2016年 4月  兼東京本社担当
2017年 4月  総合企画本部長
2017年 6月  取締役  

兼人事総務本部担当
2018年 4月  兼生産管理本部担当
2020年 4月  常務取締役 

管理統括
2021年 4月 研究統括
2022年 4月 代表取締役社長（現任）

所有株式数　12,419株

執行役員 坂本　真美 戦略統括部長

執行役員 片山　聡彦 新規事業開拓部長

執行役員 西口　勲 ライフサイエンス本部長

執行役員 森島　寿人 管理本部長

執行役員 北尾　真大 営業本部長

中野 秀代
取締役（社外）

略歴
1991年 11月 シティトラスト信託銀行（株）ヴァイスプレジデント
1993年 10月  同行シニアポートフォリオマネージャー 

兼個人運用部ヘッド
2000年 1月  ファンネックス・アセット・マネジメント（株）  

取締役運用部長
2004年 3月  （株）トリアス設立、代表取締役社長（現任）
2020年 3月  （株）アウトソーシング社外取締役
2021年 6月  ホーチキ（株） 社外取締役（現任）
2022年 6月  当社取締役（現任）
2023年 6月  日進工具（株）社外取締役（現任）

所有株式数　184株

橋本 克己
取締役（社外）

略歴
1981年 4月  大阪国税局 入局
1984年 10月  監査法人朝日会計社 

（現有限責任あずさ監査法人）入社
1987年 3月  公認会計士登録
2007年 5月  朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）代表社員
2010年 7月  有限責任あずさ監査法人京都事務所長
2019年 6月  同法人退社
2019年 7月  橋本公認会計士事務所開設、同代表（現任）
2020年 6月  当社監査役
2022年 6月 当社取締役（現任）

所有株式数　366株

清水 伸二
取締役

略歴
1992年 4月 当社入社
2014年 4月 人事総務本部人事総務部長
2016年 4月 双一力（天津）新能源有限公司総経理
2018年 4月 双一力（天津）新能源有限公司董事
2019年 6月 財務本部財務部長
2020年 4月  執行役員 

生産本部長
2022年 4月 管理統括
2022年 6月 取締役（現任）

所有株式数　3,916株

河村 一二
常勤監査役

略歴
1985年 4月  （株）富士銀行（現（株）みずほ銀行）入行
1995年 8月  同行ロンドン支店上席調査役
2001年 11月  同行横浜支店部長
2002年 4月  （株）みずほ銀行横浜中央支店副支店長
2004年 5月  （株）みずほコーポレート銀行ソウル支店副支店長
2008年 7月  同行営業第六部副部長
2011年 4月  同行国際法人営業部部長
2013年 7月  （株）みずほ銀行国際法人営業部部長
2016年 4月  当社入社 人事総務本部副本部長
2017年 4月  人事総務本部長
2018年 4月  生産管理本部長
2018年 6月  取締役
2020年 4月  生産統括
2021年 4月 管理統括
2022年 4月  常務取締役 

営業統括 兼東京本社担当
2023年 4月 取締役
2023年 6月 常勤監査役（現任）

所有株式数　6,544株

中　英也
監査役（社外）

略歴
1978年 4月  （株）京都銀行入行
2001年 6月  同行田辺支店長
2003年 6月  同行伏見支店長
2005年 6月  同行法人金融部長
2007年 6月  同行執行役員 

営業統轄部阪神営業本部長
2010年 12月  名古屋支店開設準備委員長
2011年 4月  名古屋支店長
2013年 6月  同行常務執行役員
2015年 6月  東京支店長
2015年 12月  東京営業部長
2019年 6月  京都信用保証サービス（株） 代表取締役社長
2020年 6月  当社監査役（現任）
2022年 6月  京都信用保証サービス（株）相談役（現任）

所有株式数　366株

大西 英明
常勤監査役

略歴
1982年 4月 当社入社
2001年 4月 樹脂資材事業部樹脂材料研究部長
2005年 10月 技術開発本部合成研究統括部長
2006年 3月 技術開発本部樹脂添加材料研究部長
2008年 4月 樹脂材料事業部樹脂材料研究所副所長
2009年 4月 樹脂材料事業部樹脂材料研究所長
2011年 6月 研究開発本部長
2014年 6月 取締役
2017年 4月 常務取締役
2020年 6月 顧問
2021年 6月  常勤監査役（現任）

所有株式数　14,607株

髙橋 利忠
監査役（社外）

略歴
1982年 4月  （株）富士銀行（現（株）みずほ銀行）入行
2004年 5月  同行浦和支店長
2005年 11月  同行前橋支店長
2008年 4月  同行品川支店長
2010年 4月  同行業務監査部監査主任
2011年 1月  ユーシーカード（株） 入社
2011年 2月  同社常務取締役
2020年 4月  同社取締役 常務執行役員
2020年 6月  アイティメディア（株）社外取締役（常勤監査等委員）（現任） 

当社監査役（現任）

所有株式数　366株

執行役員 橋本　賀之 研究本部長

執行役員 森　　善幸 生産本部長

執行役員 首藤　拓也 四日市合成（株） 代表取締役社長

執行役員 清水　幸治 晋一化工股份有限公司 副董事長
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基本技術
界面・表面制御技術
　界面活性剤は、「乳化」、「分散」、「可溶化」、「湿潤・浸透」、「表面張
力・界面張力コントロール」、「起泡・消泡」、「表面改質」などさまざま
な性能を付与することができる。界面活性剤の代表的な性能は、本
来混ざり合わない物質と物質を混ぜ合わせる乳化・分散である。例
えば、水と油を振り混ぜても分離するが、界面活性剤を加えると水と
油に介在して安定した乳濁液（エマルション）を作ることができ、油汚
れの食器洗浄を例にとると、まず界面活性剤は油汚れに吸着し、油
と洗浄液の間の界面張力を下げる。次に、湿潤・浸透作用によって油
と食器の間に入り込み、手洗いなど物理的力を借りて汚れを食器か
ら引き離す。その汚れは、界面活性剤が形成するミセル内部に吸着
し、溶液中に分散することで再汚染を防止する。また、表面改質や界
面制御技術としては、塗料のぬれ性の向上、各種機能性付与（レベリ
ング性※1、撥水撥油性、防汚性、潤滑性など）が挙げられる。例えば、
繊維用途の撥水撥油剤で広く使われているフッ素ポリマーがある。当
社はさまざまな界面活性剤の合成、応用技術を利用してPFOA（パー
フルオロオクタン酸）フリーのフッ素ポリマーの開発に取り組んでい
る。これにより、従来の界面活性剤では実現が難しいとされていた表
面・界面制御の要求に応えることが可能となった。　 P.62 参照
※1 表面を滑らかにすること

アルキレンオキサイド付加技術
　ヤシ油やパーム油から誘導された天然物由来の高級アルコールや、
フェノール類、アミン類を原料として、「エチレンオキサイド（EO）」や
「プロピレンオキサイド（PO）」を付加する技術。

アルキレンオキサイド機能設計技術
　「アルキレンオキサイド（AO）」の付加形態によって、ランダムやブロッ
ク重合といったEOやPOの配列だけでなく、付加モル数を任意にコ
ントロールすることで要求性能に応じた界面活性剤の組成を自由に設
計できる技術。

ウレタン化技術
　分子構造の主骨格にウレタン結合を持つ高分子であるウレタン樹
脂（ウレタン結合を有する高分子化合物の総称）を合成する技術。原
料となるポリイソシアネートおよびポリオールの多種多様な組み合わ
せにより、構造鎖の種類や長さを変化させたり、両端の構造を変化さ
せたりすることでさまざまな物性のものを作ることが可能である。こ
れにより弾性を示すウレタンゴムやウレタンエラストマー、さらに、発
泡反応にともなう軟質・硬質ウレタンフォームなどをつくることができ
る。このような特性を生かし、クッション、断熱材、成型材料、塗料材
料などに使用される。また、水系ウレタン樹脂は、ウレタン樹脂を乳
化し得られる。当社の製品は、非反応型と反応型に大別される。非
反応型水系ウレタン樹脂は、ウレタン樹脂の乳化物である。反応型
水系ウレタン樹脂は、ポリイソシアネートとポリオールの反応によっ
て生成した末端のイソシアネート基をブロック剤で保護し乳化したも
のである。ソフトセグメントとハードセグメントとの二つの基本構造で
構成され、樹脂化成型過程で擬結晶化することから、柔軟性と強靭
性、弾性を兼ね備え、かつ耐溶剤性や密着性に優れた素材となる。
安全性と高機能性を兼備しているため、フィルム加工、金属加工、紙
加工、繊維加工など各種用途に用いられる。

セルロース変性技術
　セルロースを主原料にしてアニオン性の水溶性高分子を合成する
技術。その技術により合成されるCMC（カルボキシメチルセルロー
スナトリウム）は、分子鎖の長さとカルボキシメチル基の付加数を変
えることにより、さまざまな用途に対応できる。冷水や熱水のどちらで
も容易に溶解し、無色透明の粘稠液体になる。一般的には増粘安定
剤としての使用実績が多く、養魚用飼料や農薬の粘結剤などとしても
使用される。また、非常に優れた分散安定剤として機能することが知
られ、リチウムイオン電池の負極ペースト用のバインダーなど、より高
機能化を求める製品に応用されている。

糖エステル化技術
　天然物であるショ糖を親水基、ステアリン酸やオレイン酸などの高
級脂肪酸を親油基として、非イオン界面活性剤であるショ糖脂肪酸
エステル（SE）を得る技術。SEの高い安全性は国際機関（FAO／
WHO食品添加物専門委員会）で認められており、日本でも1959年
に食品添加物として認可されている。食品のみならず、医薬・香粧品
など幅広い用途において、乳化剤、粘度調整やデンプンの老化防止、
食感改良などの目的で使用されている。SEの合成法は、脂肪酸クロ
ライドや脂肪酸無水物を用いるエステル化反応法、脂肪酸の低級ア
ルコールエステルとのエステル交換反応法、および触媒としてリパー
ゼなどの酵素を用いる酵素法に大別される。
セルロースナノファイバー技術
　天然由来のセルロース繊維を化学的、あるいは物理的に処理する
ことでナノメートルサイズまで繊維幅を細かくし、セルロースナノファ
イバー（CNF）という新素材をつくる技術。当社のCNFは、化学変性
処理によりシングルナノレベルの非常に繊維長が細いことが特徴であ

り、その特徴ある粘度挙動や乳化、分散安定効果などを生かして、化
粧品用途、一般工業用途などへ利用できる。

乳化重合技術
　水に溶解しないモノマーを界面活性剤で水中に乳化させて重合※2

を行う技術。塊状重合や溶液重合では得られない高分子量のポリ
マーを合成することができる。さらに、重合系が水に取り囲まれてい
るために、重合熱の除去が容易で安定した温度管理が可能である。
反応性界面活性剤は、ラジカル重合※3性基を有する界面活性剤で、
乳化重合用乳化剤として使用されている。乳化重合中にモノマーと
共重合することで、ポリマーディスパージョンの機械的安定性、化学
的安定性、凍結融解安定性、泡立ちの改善や、ポリマーフィルムの耐
水性が向上する。
※2  簡単な構造をもつ分子化合物が二分子以上結合して分子量の大きな別の化合物を生
成する反応。重合前の分子化合物を単量体（モノマー）という。

※3  ビニル重合体を生成する重要な反応であって、成長鎖がラジカル（遊離基）である付加
重合をいう。

主な応用・用途技術
ナノ分散技術
　非混和性の物質を安定的に混ぜ合わせ、素材が持つ、多彩な力を
発揮させる技術。ナノ領域の分散を可能にする分散剤、分散手段の
多様さ、および無機粉末／有機粉末／オイルなど、多様な素材に対
応することが要求される。ナノ材料には大きく分けてカーボン材料（フ
ラーレン※4、ナノチューブ、ナノファイバー、グランフェン※5など）、金属
（金、銀、銅など）、金属酸化物（シリカ、チタニア、ジルコニアなど）な
ど、多種多様な特性を持つものがある。これらナノ材料を水や有機溶
剤、樹脂などの媒体中に分散させる技術である。しかし、粒子サイズ
をナノサイズに小さくするにしたがってファンデルワールス力※6の影響
が大きくなり粒子が凝集しやすく、透明性が低下するといった問題が
発生する。凝集を防止するため界面制御が必要となる。
 機能・用途   電気電子機器（スマートフォン、タブレットのタッチパネル）、

化粧品（日焼け止めクリーム）、メガネフレームなど
※4 炭素原子クラスター
※5 六角形格子炭素同素体
※6 分子間に働く引力や反発力

UV硬化技術
　紫外線（UV）や電子線（EB）を照射することにより、塗料のような光
硬化樹脂組成物を瞬時に乾燥・硬化させる技術。ラドキュア（紫外線・
電子線硬化）技術と呼ばれている。ラドキュア技術は、建材や家具の
クリア塗料や金属の防錆塗料、半導体・ドライフィルム・液晶ディスプ
レイ用などのレジスト材料、携帯電話・光ファイバー・プラスチックや
紙などのコーティング剤、印刷インキや製版材料、接着剤など、省資
源・省エネルギーや環境負荷を低減する技術として、当社のウレタン
オリゴマーは、さまざまな分野で幅広く利用されている。当社のモノ
マーは、EOの精密付加技術を用いたアルコールを原料として、機能性
（高硬度・低粘度・低カールなど）を付与した製品を取り扱っている。
機能・用途  接着、塗料・コーティング、印刷・マーキング

難燃化技術
　臭素、リン、窒素、ホウ素、ケイ素、アンチモンなどの難燃元素を含

む化合物を高分子材料に添加、分散し、化学的に反応、結合させて
難燃化を図る技術。最近は、環境への配慮から、水和金属化合物（水
酸化Mg、水酸化Al）、ナノコンポジット※7（MMT※8、CNT※9）など
の無機化合物の使用も注目されている。難燃剤は、ハロゲン系、リン
や無機などのノンハロゲン系に大まかに分けられ、ハロゲン系難燃剤
は難燃効率がより優れていることから、プラスチック用難燃剤として
最も多く利用されている。当社品は、少量添加で十分な難燃効果が
得られるプラスチック用臭素系難燃剤である。プラスチックの持つ優
れた耐熱性、熱安定性、UV安定性、加工性、機械的強度、電気特性
などを損なうことが少ないという特長を有している。多様化および高機
能化するプラスチックの難燃化の要求に応えることが可能である。
機能・用途   電気電子機器、OA機器、建築用、自動車用、鉄道車両用、

繊維、紙、航空機、船舶など
※7  ある素材を1–100nmの大きさに粒子化したものを別の素材に練り込んで拡散させた
複合材料の総称

※8 モンモリロナイト
※9 カーボンナノチューブ

イオン液体
　イオン液体は一般的に100℃以下で液体状態を示すイオン対の化
合物で、蒸気圧がなく難燃性である。安全性とイオン導電性が高いこ
とから、リチウムイオン電池やキャパシタ※10などの電解質用途へ展開
している。エネルギーデバイス分野の次世代材料や環境の影響を少
なくするグリーンソルベントの一つとしても注目されている。イオンの
み（アニオン、カチオン）から構成される「塩」であり、多様な有機・無
機化合物を溶解し、イオン導電性を持つ。
機能・用途   反応溶剤・抽出溶媒、電解液として色素増感太陽電池、リ

チウムイオン電池、電気二重層キャパシタ、アクチュエー
ターなどへの応用、潤滑油、分散剤および帯電防止剤など

※10  電気（電荷）を蓄えたり、放出したりする電子部品で、コンデンサとも呼ばれる。なお、
電気二重層コンデンサのような、従来のコンデンサと比較すると桁違いに大きな静電容
量を持つものも存在し、こうした新しいコンデンサを特にキャパシタと呼ぶことがある。

主な特殊技術
グリシジル化技術
　四日市合成の持つ技術で、分子中央に柔軟性骨格を有する2官能
脂肪族エポキシ化合物であるグリシジルエーテルを用いた合成技術

によって、硬化物の柔軟性、靭性の向上、耐水性にも優れた化合物
を生成する技術。
機能・用途  電子材料

技術×技術が新技術を生む

ポッティング技術

テクニカルロードマップ［保有技術］  

界面活性剤

界面・表面
制御技術

電池評価技術
電池組立技術

有機－無機
ハイブリッド化技術

セルロース
ナノファイバー技術

セルロース
変性技術

糖エステル化
技術

硬質表面
処理技術

ウレタン化
技術

グリシジル化
技術

フェノール誘導体化
技術

アルキレンオキサイド
機能設計技術

アルキレンオキサイド
付加技術

合成・配合
評価・分析
応用利用
技術

高分子機能
設計技術

イオン液体

土木用ウレタン技術

難燃化技術

臭素化技術

UV硬化技術 高分子変性技術

高分子合成技術
乳化分散技術

ナノ分散技術

湿式分散技術

ブロック
イソシアネート技術

乳化重合技術
反応性乳化剤

食品分野
応用評価技術

精密洗浄剤
評価技術

成分抽出・
乾燥技術

キノコ培養
技術

水産・
農林

化学
化粧品化学

化学

輸送機器電気機器精密機器
電気機器

電気機器

輸送機器

建設

ガラス

繊維

繊維

食品

精密機器
機械

鉄鋼
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DKSの保有技術





用語 解説

健康経営銘柄
経済産業省は、東京証券取引所と共同で、従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組む上場企
業を「健康経営銘柄」として選定。長期的な視点から企業価値の向上を重視する投資家に対して、魅力ある企業とし
て紹介することを通じ、企業による健康経営の取組を促進することをめざしている。

国連グローバル・コンパクト
1999年の世界経済フォーラム（ダボス会議）にて当時の国連事務総長コフィ・アナン氏が提唱した持続可能な成長
を実現するための世界的な枠組み。 人権の保護、不当な労働の排除、環境への取り組み、腐敗防止の4つの分野10
の原則を掲げている。

サーキュラーエコノミー（CE） 循環型の経済システム。廃棄物をなくし資源を循環させて、自然の負荷を低減して再生するための仕組み。

蚕繭解舒液 カイコの繭（まゆ）から絹糸をほぐすための薬剤。

シェアリングエコノミー 消費者が乗り物、住居、家具、服などの物や場所、スキルなどを必要な人に提供したり、共有したりする新しい経済
の動きやサービス。

ショ糖脂肪酸エステル 天然物であるショ糖と脂肪酸から生産される非イオン界面活性剤。シュガーエステル（SE）ともいう。

水系ウレタン ウレタン樹脂は、ウレタン結合を有する高分子化合物の総称であり、工業的にはポリイソシアネートとポリオールと
の重付加反応によって得られ、水系ウレタン樹脂は、そのウレタン樹脂を乳化させて得られる。

セルロースナノファイバー 植物の細胞壁を構成するセルロースを細かくした繊維。太さは約10ナノメートル（ナノは10億分の1）。木材から取り
出したパルプをほぐして作られる。プラスチックやゴムに混ぜると強度が上がり、熱による伸び縮みも小さくなる。

組織のレジリエンス ビジネスの環境変化や自然災害に対して、適応する能力またはその取り組み。

帯電防止剤 合成繊維やプラスチックが静電気により帯電するのを防ぐ化合物。スプレーなどにより表面に付着させ、発生した静
電気を逃がす。

デジタルトランスフォーメーション
（DX）

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品
やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争
上の優位性を確立すること。

導電性ペースト 太陽電池パネルに使われる電気を通すペースト。

ナトリード® バイオコクーン研究所が、養蚕技術を活用して得られたカイコ冬虫夏草から発見した新規有用成分。

フェアトレード 直訳すると「公平・公正な貿易」。開発途上国の原料や製品を適正な価格で継続的に購入することにより、立場の弱
い開発途上国の生産者や労働者の生活改善と自立をめざす「貿易のしくみ」を示す。

プレゼンティーイズム 何らかの疾患や症状を抱えながら出勤し、何らかの心身の不良があるまま働いている状態。

マテリアリティ
英語で「重要性」という意味。そもそも財務面で重要な影響を及ぼす要因として、会計領域における「重要性の原則」
として使用されていた。CSR活動の中でも重要な課題を「マテリアリティ」として特定し、それらの課題に対してCSR
活動を実施して、その成果を報告する考え方が拡がり、最近では統合報告書に展開された。

モーダルシフト 輸送手段の切り替えや転換のことで、特に環境負荷の低い輸送手段への移行を指す。

ユニ・トップ 規模を追わず独自性のある製品を提供すること。DKSの経営戦略。

レジスト 主に工業用途で使用される、物理的、化学的処理に対する保護膜およびその形成に使用される物質。

レスポンシブル・ケア（RC）活動 化学製品の開発から製造・流通・消費・廃棄の全過程にわたって安全な取り扱いを推進する化学工業界の自主管
理活動。1985年にカナダ化学品生産者協議会が提唱し、1995年には日本レスポンシブルケア協議会が発足した。

ワークエンゲージメント 自身が向き合っている仕事に対してポジティブで充実した心理状態であること。

用語 解説

BCP
Business Continuity Plan。災害などリスクが発生したときに重要業務を中断させず、また、万が一事業活動が
中断した場合でも、目標復旧時間内に重要な機能を再開させ、業務中断にともなうリスクを最低限にするよう、平
時から事業継続について戦略的に準備しておくこと。

CNF Cellulose Nano Fiber（セルロースナノファイバー）。
※セルロースナノファイバーの用語参照

COD排出量 Chemical Oxygen Demand。化学的酸素要求量のこと。水中の被酸化性物質を酸化するために必要とする酸
素量で示したものである。代表的な水質の指標の一つであり、酸素消費量とも呼ばれる。

GMP（適正製造規範） Good Manufacturing Practice。原料の入庫から製造、出荷に至る全ての過程において、医薬品や食品などの
製品が「安全」に作られ、「一定の品質」が保たれるように定められた規則とシステム。

HACCP Hazard Analysis Critical Control Point。食品の安全性を確保するための衛生手法。

PPM分析 Product Portfolio Management。「市場成長率」と「市場占有率」の2軸からなる座標に事業や製品を分類し、
経営資源の投資配分を判断するための手法。

RPA Robotic Process Automation。人間がコンピューター上で行っている定型作業を、人に代わり自動化する技術。

ROIC 投下資本利益率。事業活動のために投じた資金（投下資本）を使って、企業がどれだけ効率的に利益に結びつけて
いるかを確認することができる。

RSPO
Roundtable on Sustainable Palm Oil。持続可能なパーム油のための円卓会議。環境への影響に配慮した持
続可能なパーム油を求める世界的な声の高まりに応え、WWFを含む7つの関係団体が中心となり、2004年に設
立された。

SDS
Safety Data Sheet。化学物質等安全データシート（Material Safety Data Sheet、略称 MSDS）と呼ばれて
いたが、2012年4月に、国連GHS化学品の分類および表示に関する世界調和システムで規定されている略称の
SDSに統一された。

TCFD
Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース）。G20の要
請を受け、金融安定理事会（FSB）により、気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討
するために設立された。

VOC Volatile Organic Compounds（揮発性有機化合物）。揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総
称であり、トルエン、キシレン、酢酸エチルなど多種多様な物質が含まれる。

VUCA時代
VUCA時代とは、先行きが不透明で未来の予測が困難な状態を表す言葉。VUCAはVolatility（変動性）、
Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の頭文字をとったもので、カオス化した
現代の環境を示している。

WACC 資本コストの代表的な計算方法であり、借入にかかるコストと株式調達にかかるコストを加重平均したものを指す。

アブセンティーイズム 心身の不調による休みが続いたり、無断欠勤が生じたりすること。

インスパイアード・パートナー エンドユーザーのニーズを先取りし、新たなアプローチで触発し合い、お互いに閃き合う特定の取引先。

エネルギー原単位 エネルギー効率を表す値で、単位量の製品や額を生産するのに必要な電力・熱（燃料）などエネルギー消費量の総
量のこと。一般に省エネルギーの進捗状況をみる指標として使用される。

カーボンニュートラル（CN） 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。日本政府は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体として
ゼロにする、カーボンニュートラルをめざすことを宣言している。

岩盤固結剤 新幹線や高速道路のトンネル工事の際に崩落を防ぐ目的で使用される薬剤。

グリーントランスフォーメーション
（GX）

温室効果ガス（GHG）を排出しない再生可能エネルギーなどのグリーンエネルギーに転換することで、地球環境を
トランスフォーメーション、変革させるという概念。

72 73DKSレポート 2023 DKSレポート 2023

 データセクション 

用語集



関連会社
名称 住所 業務内容 出資比率

四日市合成（株） 〒510-0843 三重県四日市市宮東町2-1
TEL：059-345-1161　FAX：059-345-1159 

各種界面活性剤の製造・販売 100%

ゲンブ（株） 〒601-8391 京都市南区吉祥院大河原町5
TEL：075-323-5740　FAX：050-3153-1621

クリーニング用洗剤、仕上げ剤および機材の販売
産業用、業務用脱臭剤の販売 100%

京都エレックス（株） 〒601-8391 京都市南区吉祥院大河原町1
TEL：075-326-2883　FAX：075-326-2884 

電子材料の製造・販売
【パートナー】DOWA エレクトロニクス株式会社 50.03%

第一セラモ（株） 〒529-1403 滋賀県東近江市五個荘日吉町432
TEL：0748-48-5377　FAX：0748-48-5322 

粉末射出成形用コンパウンド材料の製造・販売 100%

第一建工（株） 〒104-0031 東京都中央区京橋1-3-1 八重洲口大栄ビル8階
TEL：03-3275-0583　FAX：03-3275-0604 

土木・建築用薬剤の製造・販売 100%

（株）バイオコクーン研究所 〒020-8551 岩手県盛岡市上田4-3-5
TEL：019-613-5564　FAX：019-613-5570

医薬品ならびにヘルスケア成分に関する研究開発
食品およびヘルスケア製品の製造 100%

池田薬草（株） 〒778-0020 徳島県三好市池田町州津中津1808-1
TEL：0883-72-5320　FAX：0883-72-5005

原薬ならびに健康食品向け原料の製造
医薬品、医薬部外品などのライフサイエンス製品の製造・販売 100%

ケイアンドディーファインケミカル（株） 〒260-0826 千葉市中央区新浜町1
TEL：043-262-2039　FAX：043-262-4396

各種界面活性剤の製造・販売
【パートナー】JFEケミカル株式会社 50.0%

名称 住所 業務内容 出資比率

晋一化工股份有限公司 台北市南京西路22号11F 立大商業大楼
TEL：+886-2-2556-9353　FAX：+886-2-2558-6833

界面活性剤、樹脂材料および電子材料の製造・
販売 51.0%

Sisterna B.V. Belder 30A 4704 RK Roosendaal, The Netherlands
TEL：+31-165-524730

ショ糖脂肪酸エステルの応用開発・販売 94.9%

PT DAI-ICHI KIMIA RAYA
Jl. Maligi II Lot. G-2 Kawasan Industri KIIC, Karawang Barat 41361, 
Jawa Barat-Indonesia
TEL：+62-21-8904574　FAX：+62-21-8904576

繊維薬剤、紙用薬剤、樹脂薬剤およびショ糖脂
肪酸エステルの製造・販売 91.53%

帝開思（上海）国際貿易有限公司 中国上海市娄山関路83号新虹橋中心大厦1104室
TEL：+86-21-6236-8080　FAX：+86-21-6236-8700

貿易業務 100%

晋一化工科技（無錫）有限公司 中国江蘇省無錫国家高新技術産業開発区88号C地塊
TEL：+86-510-85200156　FAX：+86-510-85204878

樹脂材料の製造・販売 57.0%

DDFR Corporation Ltd. 25th Floor, One Capital Place, 18 Luard Road, Wanchai, Hong Kong
TEL：+852-2827-7761　FAX：+852-2824-1502

難燃剤などの樹脂添加剤の販売 50.0%

蘇州開翼電子材料有限公司 江蘇省蘇州高新区橫山路98号新技術産業園6号場房1層
TEL：+86-512-6871-2900　FAX：+86-512-6871-2901

電子材料の製造・販売 94.2%

大阪支社

バイオコクーン研究所

名古屋支店

東京本社
第一建工

ケイアンドディーファインケミカル

四日市合成

京都エレックス

第一セラモ

池田薬草
九州支店

大潟工場
所 在 地 /新潟県上越市大潟区犀潟230
敷 地 /87,639m2

主 要 製 品 /CMC、水系ウレタン樹脂、業務用洗
剤、ポリビニルピロリドン、樹脂添加剤

四日市工場 千歳地区
所 在 地 /三重県四日市市千歳町7
敷 地 /16,303m2

主 要 製 品 /機能性化学製品

四日市工場 霞地区
所 在 地 /三重県四日市市霞1丁目23-5
敷 地 /101,138m2

主 要 製 品 /機能性化学製品、ウレタン関連薬剤、
樹脂添加剤

滋賀工場
所 在 地 /滋賀県東近江市五個荘日吉町427
敷 地 /106,805m2

主 要 製 品 /界面活性剤、ショ糖脂肪酸エステル、
食品添加物製剤、アクリル系ポリマー、
業務用洗剤

本社・研究所

ゲンブ

海外拠点

DDFR Corporation Ltd.

帝開思（上海）国際貿易有限公司

晋一化工股份有限公司

晋一化工科技（無錫）有限公司 PT DAI-ICHI KIMIA RAYA

Sisterna B.V.

蘇州開翼電子材料有限公司

海外拠点国内拠点
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財務データ（単位：百万円） 2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期
売上高 51,843 54,614 55,597 52,782 52,254 56,955 59,574 61,456 59,140 62,672 65,081
界面活性剤事業 19,486 20,359 21,573 20,779 19,793 21,416 21,838 18,970 17,303 18,564 18,976
アメニティ材料事業 6,825 7,141 6,856 7,208 6,986 7,502 8,031 7,994 7,081 8,092 8,079
ウレタン材料事業 8,466 9,564 9,442 8,934 9,093 9,115 9,026 8,470 7,484 8,294 8,761
機能材料事業 9,666 10,680 11,216 11,259 12,517 14,070 16,239 20,848 21,077 19,928 22,574
電子デバイス材料事業 7,398 6,868 6,508 4,600 3,862 4,850 4,199 4,744 5,758 7,316 6,191
ライフサイエンス事業 – – – – – – 239 427 435 476 497
海外売上高
（対売上比率（%））

7,323
(14.1)

8,103
(14.8)

8,743
(15.7)

9,131
(17.3)

8,794
(16.8)

9,929
(17.4)

10,139
(17.0)

10,350
(16.8)

10,135
(17.1)

14,076
(22.5)

15,506
(23.8)

営業利益 1,754 2,477 2,944 3,439 3,944 5,053 4,341 4,154 4,485 4,626 1,186
経常利益 1,544 2,374 2,717 3,200 3,773 4,725 4,175 3,524 4,314 4,192 1,200
親会社株主に帰属する当期純利益 797 1,336 1,782 2,198 2,489 3,351 2,581 2,014 2,563 2,492 △407
設備投資 3,664 1,512 3,948 8,485 3,786 2,467 5,802 6,138 4,617 1,925 3,172
減価償却費 2,003 2,104 2,153 2,087 2,335 2,473 2,555 2,724 3,263 3,430 3,295
研究開発費 2,340 2,506 2,439 2,380 2,393 2,307 2,765 2,748 2,821 2,946 3,236
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,477 3,553 2,322 4,197 3,750 5,017 3,236 3,766 4,955 5,520 724
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,548 △1,793 △3,229 △7,687 △3,336 △1,130 △5,694 △5,842 △3,804 △2,700 △2,883
支払配当金 298 298 474 528 608 710 711 711 712 814 840
自己株式取得金額 0 0 0 0 1,000 1 0 0 0 0 1,500
純資産 18,200 19,886 26,156 26,745 28,044 31,960 33,591 34,265 37,404 40,383 38,296
総資産 55,416 57,570 64,420 66,057 69,046 73,976 75,906 81,736 85,033 86,469 85,025
有利子負債※1 18,712 20,680 21,322 23,228 24,594 23,863 23,466 29,946 28,529 27,763 29,865

1株当たり情報データ（単位：円）※2

当期純利益 93.40 156.60 193.44 208.18 236.98 330.29 254.11 198.17 251.97 244.81 △41.87
純資産 2,021.93 2,200.01 2,362.01 2,425.27 2,649.71 2,970.75 3,082.83 3,114.97 3,405.28 3,610.31 3,593.49
配当金 35.00 35.00 45.00 50.00 60.00 70.00 70.00 70.00 70.00 80.00 80.00

主要指標
売上高研究開発費率（%） 4.5 4.6 4.4 4.5 4.6 4.1 4.6 4.5 4.8 4.7 5.0
営業利益率（%） 3.4 4.5 5.3 6.5 7.5 8.9 7.3 6.8 7.6 7.4 1.8
自己資本当期純利益率（ROE）（%） 4.8 7.4 8.2 8.7 9.5 11.8 8.4 6.4 7.7 7.0 △1.1
総資産当期純利益率（ROA）（%） 1.5 2.4 2.9 3.4 3.7 4.7 3.5 4.5 3.1 2.9 △0.5
自己資本比率（%） 31.1 32.6 38.7 38.8 38.9 40.8 41.3 38.8 40.7 42.5 40.4
ネットD/Eレシオ（倍） 0.66 0.58 0.36 0.52 0.54 0.39 0.48 0.57 0.45 0.38 0.54
配当性向（%） 37.5 22.4 23.3 24.0 25.3 21.2 27.5 35.3 27.8 32.7 -
総還元性向（%） 37.5 22.4 26.7 24.1 64.6 21.2 27.6 35.4 27.8 32.7 -
期末株価（円）※2 250 322 387 328 427 875 3,480 3,750 3,680 2,759 1,885
株価収益率（PER）（倍） 13.4 10.3 10.0 7.9 9.0 13.2 13.7 18.9 14.6 11.3 △45.0
株価純資産倍率（PBR）（倍） 0.6 0.7 0.8 0.7 0.8 1.5 1.1 1.2 1.1 0.8 0.5
配当利回り（%） 2.8 2.2 2.3 3.1 2.8 1.6 2.0 1.9 1.9 2.9 4.2

非財務データ
連結従業員数（人） 979 969 944 982 967 976 985 1,032 1,061 1,096 1,104
個別従業員数（人） 526 514 508 495 486 497 512 531 560 571 584
海外従業員数（人） 172 170 163 219 199 213 170 177 178 197 198
女性従業員比率（単体）（%） 14.8 16.0 15.9 17.0 17.5 17.5 17.8 18.8 18.9 20.3 20.9
育児休職制度利用者数（単体）（人） 10 8 11 9 6 12 7 3 7 13 20
育児短時間勤務制度利用者数（単体）（人） 11 8 9 10 13 10 10 12 10 8 9
年休取得率（単体+出向者）（%） 62.7 63.7 61.0 64.5 62.4 67.4 68.5 73.2 66.1 67.4 73.8
特許保有件数（うち外国）※3 636 (237) 668 (246) 735 (297) 763 (316) 855 (378) 924 (427) 961 (453) 1,012 (479) 1,056 (514) 1,005 (483) 982 （444）
廃棄物発生量（t） 14,421 12,724 13,876 13,191 17,364 20,779 21,658 19,605 18,431 16,664 15,251
炭酸ガス排出量（連結）（千 t） 51.9 52.0 51.3 50.4 51.7 53.6 52.6 53.8 49.0 48.6 43.0
※1 有利子負債にはリース債務は含まれていません。 
※2 2018年10月1日に5株を1株とする株式併合を実施したことに伴い、1株当たり情報データと期末株価を遡及修正しています。　 
※3 集計方法を2017年3月期より法定効力発生日基準へ変更しています。 
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連結貸借対照表 連結損益計算書

連結包括利益計算書

2022/3期 2023/3期
売上高 62,672 65,081
売上原価 46,954 52,120
売上総利益 15,718 12,960
販売費及び一般管理費
販売費 4,173 4,198
一般管理費 6,918 7,574
販売費及び一般管理費合計 11,092 11,773

営業利益 4,626 1,186
営業外収益
受取利息 7 10
受取配当金 85 105
持分法による投資利益 55 36
為替差益 55 144
受取賃貸料 35 35
その他 79 89
営業外収益合計 319 421

営業外費用
支払利息 188 199
社債利息 37 37
休止設備関連費用 365 -
その他 162 170
営業外費用合計 753 407

経常利益 4,192 1,200
特別利益
投資有価証券売却益 - 50
廃棄物処理費用引当金戻入益 194 -
特別利益合計 194 50

特別損失
減損損失 - 786
のれん償却額 - 137
固定資産処分損 173 102
投資有価証券評価損 34 -
特別損失合計 207 1,027

税金等調整前当期純利益 4,179 224
法人税、住民税及び事業税 1,087 459
法人税等調整額 52 △185
法人税等合計 1,139 274
当期純利益又は当期純損失（△） 3,039 △49
非支配株主に帰属する当期純利益 546 357
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△） 2,492 △407

2022/3期 2023/3期
当期純利益又は当期純損失（△） 3,039 △49
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 △303 286
為替換算調整勘定 768 356
退職給付に係る調整額 142 △238
持分法適用会社に対する持分相当額 50 21
その他の包括利益合計 658 425

包括利益 3,697 375
（内訳）親会社株主に係る包括利益 2,824 △110

非支配株主に係る包括利益 872 486

資産の部 2022/3期 2023/3期
流動資産
現金及び預金 12,224 9,128

受取手形 526 345

売掛金 14,432 14,759

電子記録債権 1,532 2,218

商品及び製品 11,582 13,131

仕掛品 21 16

原材料及び貯蔵品 3,905 3,489

前払費用 317 369

その他 1,996 1,956

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 46,534 45,411
固定資産
有形固定資産
建物及び構築物 30,486 30,640

減価償却累計額 △16,944 △17,805

建物及び構築物（純額） 13,541 12,834

機械装置及び運搬具 37,426 35,272

減価償却累計額 △31,870 △30,621

機械装置及び運搬具（純額） 5,555 4,650

工具、器具及び備品 4,144 4,285

減価償却累計額 △3,413 △3,484

工具、器具及び備品（純額） 730 800

土地 9,638 9,748

リース資産 4,804 4,582

減価償却累計額 △2,004 △2,244

リース資産（純額） 2,800 2,338

建設仮勘定 1,091 2,369

有形固定資産合計 33,358 32,743

無形固定資産
のれん 213 -
その他 405 341

無形固定資産合計 618 341

投資その他の資産
投資有価証券 4,004 4,274

長期貸付金 16 14

長期前払費用 231 512

繰延税金資産 172 299

退職給付に係る資産 1,228 1,063

その他 310 371

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 5,958 6,529

固定資産合計 39,935 39,614
資産合計 86,469 85,025

負債の部 2022/3期 2023/3期
流動負債
支払手形及び買掛金 10,204 9,972

電子記録債務 429 379

短期借入金 6,711 6,516

リース債務 558 474

未払費用 348 308

未払法人税等 576 232

未払事業所税 41 41

賞与引当金 816 712

その他 2,040 2,002

流動負債合計 21,726 20,639
固定負債
社債 6,000 6,000

長期借入金 15,051 17,348

リース債務 2,551 2,131

繰延税金負債 318 196

退職給付に係る負債 107 79

資産除去債務 74 74

その他 255 259

固定負債合計 24,359 26,089
負債合計 46,086 46,729

純資産の部 2022/3期 2023/3期
株主資本
資本金 8,895 8,895

資本剰余金 7,278 7,276

利益剰余金 20,498 19,250

自己株式 △1,021 △2,488

株主資本合計 35,650 32,933

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 181 467

為替換算調整勘定 507 765

退職給付に係る調整累計額 427 180

その他の包括利益累計額合計 1,116 1,413

非支配株主持分 3,616 3,949

純資産合計 40,383 38,296
負債純資産合計 86,469 85,025

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）
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